
令和４年度学術研究振興資金（若手・女性研究者奨励金）に係る研究計画の 
募集要項（学内） 

 
 学術研究振興資金（若手・女性研究者奨励金）にかかる研究計画を、下記のとおり募集します。 
 

記 
 
1 募集内容 

1）対象となる研究の分野 
  対象となる分野の限定はなし。 

 2）研究期間 
  令和 4 年 4 月 1 日から令和 5 年 3 月 31 日までに行う研究。 

 3）対象研究者等 
  次の要件をすべて満たすこと。 
  【若手研究者奨励金】 

① 令和 4年 4月 1日現在 39歳以下（昭和 57 年 4 月 2 日以降に生まれた者）で令和 3年 10
月 1日現在、助教又はポスト・ドクター（一部の講師も含む）の職にある者が１人で行う

研究。〔※注 1〕。 
② 当該私立大学等に所属し、原則として、 

◇助教にあっては、本務教員給を支給されている者 
◇ポスト･ドクターにあっては、私立大学等経常費補助金の加算の対象となる者〔※注 2〕 
◇講師にあっては、本務教員給を支給され、研究に取り組む者であって、令和 3 年 4 月 
1 日現在、当該法人に講師として採用されて 10 年以内（産休、育休の期間を除く）の者 

③ 令和 3 年 10 月 1 日現在、科学研究費補助金（基金分を含む）に、新規・継続にかかわら

ず採択されていない者（研究分担者を含む） 
④ 令和 3年 10月 1日現在、日本学術振興会特別研究員ではない者 
⑤ これまで同じ研究課題で若手・女性研究者奨励金に採択されていない者 

 
【女性研究者奨励金】 
① 令和 3年 10月 1日現在、助教又はポスト･ドクター（一部の講師も含む）の職にある女性

が１人で行う研究。〔※注 1〕。 
② 当該私立大学等に所属し、原則として、 

◇助教にあっては、本務教員給を支給されている者 
◇ポスト･ドクターにあっては、私立大学等経常費補助金の加算の対象となる者〔※注 2〕 
◇講師にあっては、本務教員給を支給され、研究に取り組む者であって、令和 3 年 4 月 
1 日現在、当該法人に講師として採用されて 10 年以内（産休、育休の期間を除く）の者 

③ 令和 3年 10月 1日現在、科学研究費補助金（基金分を含む）に、新規・継続にかかわら

ず採択されていない者（研究分担者を含む） 
④ 令和 3年 10月 1日現在、日本学術振興会特別研究員ではない者 
⑤ これまで同じ研究課題で若手・女性研究者奨励金に採択されていない者 
 
 
 
 



 
 

 
 
 

 
 
 
 
2 学内選定方法、学内で選定する件数、学内選定の対象となった研究の取り扱い 
 1）学内選定方法 
   ○全学研究政策会議にて選定する。 

○全学研究政策会議構成員は、提出された学術研究計画書をもとに(1)研究目的・内容の着眼点、

(2)研究計画・方法の妥当性、(3)研究の独創性、(4)研究の発展性等の要件を書類審査により

総合的に評価する。 

2）学内で選定する件数 
  大学、短期大学 各 1 件［学内選定結果の内示は、2021 年 10 月（予定）］ 
  ※「寄付金付き自動販売機」の設置協力に伴い、応募枠が追加される可能性があります。 

3）応募の対象となった研究の取り扱い 
日本私立学校振興・共済事業団の令和 4 年度学術研究振興資金（若手・女性研究者奨励金） 

に応募し、採択された場合のみ、奨励金により研究活動を行う。 
 
3 奨励金額（前年度参考） 
  40 万円 
 
4 応募書類、提出期限、提出先 
 1）応募書類 
   ① 研究計画調書（様式、研究部の WEB ページからダウンロードいただけます。） 
   ② 研究報告書（業績について記入。自由様式。） 

 2）提出期限 
   2021 年 8 月 20 日（金）午後 3 時 

 3）応募書類の提出先 
プリントアウトした応募書類及び研究報告書各 1 部と電子データを、人間・科学・宗教総合

研究センター事務室（深草学舎紫光館 3 階）に提出してください。 
 
5 添付資料 

1）令和４年度 学術研究振興資金（若手・女性研究者奨励金）研究計画調書（学内用）（様式 1、
様式 2-1～2-3） 

 2）（参考資料）2021 年度 若手・女性研究者奨励金 公募要領 
3）（参考資料）若手・女性研究者奨励金 研究計画調書記入要領 
4）（参考資料）若手・女性研究者奨励金 応募書類 記入チェックリスト 
5）（参考資料）若手・女性研究者奨励金の公募等に係る Q&A  

以上 

〔※注 1〕応募後に職位に変更があった場合、研究者の人材育成を図る本奨励金の趣旨から、採択

取り消しとなる場合があります。 
〔※注 2〕ポスト・ドクターの要件について、具体的には次のとおりです。 

兼務職員給を支給されている者で、下記のア、イのいずれかの要件及びウの要件を満たし 
ていること。 

ア．博士の学位を取得した者 
イ．人文・社会科学系の分野にあっては、当該年度の前年度までに博士課程に標準修業 

年限以上在学し、所定の単位を修得し、当該年度の 4 月 1 日現在大学院に在籍して 
いない者で、博士の学位を取得した者に相当する能力を有すると認められる者 

ウ．雇用等に係る規程が整備されていること 


